





　The	purpose	of	 this	paper	 is	 to	review	three	major	studies	 in	 the	research	 field	
of	business	ethics	and	 insist	on	 the	necessity	of	 the	practice	 turn	 for	 the	 further	





（Clegg,	2007）,	which	has	 some	difficulties	 to	describe	and	analyze	 the	various	
practices	derived	 from	a	priori	norms	by	 the	environmental	business	ventures.	











Responsibility、以下 CSR）であろう。企業の CSR は自明となり、経営活動における必須
事項となっている。CSR の重要性は飛躍的に高まっており、地域社会との関係構築、環境
問題への対応、ダイバーシティ経営などに加え、グローバル企業は途上国での行動にも焦
























Kramer（2006,2011）が展開した戦略的 CSR と CSV（Creating	Shared	Value）であ
る。	規範として企業の制約条件であった CSR を、「企業は本業を通じて社会問題を解決す
べきである」、「CSR と事業を両立させるべきである」とする戦略的 CSR を提唱し、更に、
CSV を提示することで「企業は共通価値を創出すべきである」ことを主張してきた。この



















































Mitchell が新経営イデオロギーの誕生として注目した 1920 年代の社会 ･ 経済変化､ その



























が、現実的に構成されているのである。Mitchell は AT&T と GE という二つの会社におけ
る社会政策の進展について、イデオロギーの変化の現実的な成果を示すものだとしている




（Mitchell,	1989, 邦訳 ,	211 頁）。いわば、国でさえ対応できていない労働問題や福祉問題
に対して、それを超える解決策を企業側が準備することで、市場の独占や寡占を通じた大
企業の営利の追求を正当化していく。








































































































































































1997, 邦訳 280 頁）。
　他方で規範としての利害関係者志向の経営と技術としてのエンタープライズ戦略が提示
されたことで、経営倫理研究は NPO ／ NGO の企業の関係性に変化を新たな研究課題と
して見出すことになった。例えば根岸（2013）によると、当初企業と NPO ／ NGO の関
係は決して良好なものではない場合が多かったが、現在は協調的な関係と共存していると
説明する（根岸，2013,	175 頁）。具体的には、NPO ／ NGO は企業と協調することによっ













は企業が NPO や NGO、市民団体、行政や政府・行政組織を利害関係者として取り込み経
営倫理を遂行していくという、一種の生態系（ecology）を構築していった。この経営倫
理研究の理論構成に変化をもたらしたのが、Porter	and	Kramer（2006,	2011）による戦










CSR」を提唱する。Porter	and	Kramer は 2006 年に発表した論文 “Strategy	and	Society”
において、「企業は CSR 活動において、自社の活動が社会や地球環境に及ぼす悪影響を相









（Porter	and	Kramer,	2006, 邦訳 37-38 頁）。Porter	and	Kramer に言わせると、Mitchell
の企業的社会政策、そして Freeman の共生とエンタープライズ戦略は、従来の CSR 活動
として不十分なものに該当するであろう。










































　Porter	and	Kramer（2006, 邦訳 47 頁）





















表 1 CSR と CSV の比較











2011, 邦訳 14 頁）。








































1989, 邦訳 87 頁）という時代背景から生まれた。その上で Mitchell は、福利厚生制度や
慈善事業への寄付といった企業による社会政策の実践を求める。これらの実践を評価する
指標が制度化され、実証研究として測定されることで、企業の営利活動が実証的アプロー











戦略的 CSR と CSV を提示した。これは、京都議定書に代表される強力な制約要因に対峙
した企業に対して、これらを制約要因ではなくイノベーションの源泉やビジネスチャンス
として捉えることで、利益を上げつつ社会問題への対応にも貢献するという、従来の発想
から転換を図った。この戦略的 CSR と CSV が提示されたことにより、環境ビジネスへの
展開や社会的企業を生み出すこととなったのである。



















































































Stimulus（複数の誘因）の 5 つで構成されている（松浦・城山・鈴木 ,	2008,	16 頁）。
4	 根岸（2013）では、サスティナビリティレポートから日系多国籍企業と NGO の関係を分析
している。特に日系多国籍企業と GRI ガイドラインとの関係について、サスティナビリティ







5	 1997 年に京都で開催された気候変動枠組条約第 3 回締約国会議（COP3）では、先進国に対
し拘束力のある削減目標（2008 年～ 2012 年の 5 年間で 1990 年に比べて日本▲ 6％、米国
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